
名古屋市新型コロナウイルス感染症対策本部会議（第4回）議事次第 

 

日 程：令和2年5月27日（水） 

                                16 時30分 

   場 所：正庁（本庁舎5階西側）  

 

１ 議 題 

 

（１）  新型コロナウイルス感染症対策における今後の対応について（案）      

 

（２）                                                                     市が主催する催物（イベント等）に係るガイドライン（案）               

 

（３）  その他（報告事項等）                                                                        

 

               

 

 

 

 

  【資料1】 本市における新型コロナウイルス感染症患者の状況 

 

  【参考】           愛知県新型コロナウイルス感染拡大予防対策指針 

【資料2】 

【資料3】 

【資料4～6】 



〇本市における新型コロナウイルス感染症患者の状況（５月２６日午後７時００分現在） 

１ 患者の発生状況 

 （１）累計患者数          （２）前２週の発生状況（再掲） 

  
  

（３）発生状況一覧    
 

発生 24 98 149 6 277

死亡  16 6 1 23

2月 3月 4月 累計5月 12日 13日 14日 15日 16日 17日 18日 19日 20日 21日 22日 23日 24日 25日

(火) (水) (木) (金) (土) (日) (月) (火) (水) (木) (金) (土) (日) (月)

発生  1 1     2        0 2

死亡        0        0 0

合計日付 週
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※県内の発生事例は1月26日から 

資料１



 

２ 退院者数  ２４９名 

 

３ 性別・年齢別発生状況 

 

 ※別に年代・性別非公表の患者１名あり。 

※別に再陽性化した患者４名（９０代女性、４０代女性、６０代男性、３０代女性）あり。 

 

10歳未満 10歳代 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代 合計

男性 4 3 28 20 16 17 23 19 16 146

女性 2 1 26 7 13 24 20 14 19 126

合計 6 4 54 27 29 41 43 33 35 272
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令和２年５月２７日 

名 古 屋 市 新 型 

コ ロ ナ ウ イ ルス 

感 染 症 対 策 本部 

 

新型コロナウイルス感染症対策における今後の対応について（案） 

～ 緊急事態宣言解除を受けて ５.２７ ～   

 

 

 

４月１６日、国の法律に基づく緊急事態宣言の対象区域に愛知県が指定されて以降、

一層の緊張感を持って外出自粛要請や接触機会の８割削減、モノから人への接触感染防

止に努めるなど、市民の行動変容につながる対策を進めてきました。 

市民、事業者の皆様にご協力いただいた結果、５月１４日には国の緊急事態宣言が解

除され、また、５月２６日には愛知県独自の緊急事態宣言も解除されたところです。 

 

しかしながら、新型コロナウイルス感染症は他国を例にとれば、警戒が緩むことで感

染症が再度まん延する第２、第３の波が今後懸念され、ウイルスとの戦いは長期戦とな

ることが見込まれます。 

本市においては、国における「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」

（令和２年５月２５日改正）及び「愛知県新型コロナウイルス感染拡大予防対策指針」

（５月２６日策定）を踏まえ、以下の対応方針により感染拡大防止と社会経済活動のバ

ランスをとりながら、必要な対策を講じ、安心・安全な日常を一歩ずつ取り戻してまい

ります。 

 

 

 

〇市内の感染症発生動向や気候等による状況変化に応じて、適切かつ柔軟な感染拡大

防止対策を講じるとともに、市民一人ひとりの「新しい生活様式」に基づく生活に

ついて、気を緩めることなく実践、定着されるよう、様々な機会・手段を通じて情

報提供・啓発をより一層推進する。 

 

〇今後の感染状況を継続的に注視し、丁寧な健康観察を実施するとともに、再度の感

染者数の急増に備え、本市のこれまでの対応を独自に分析・評価したうえで、検査

体制の構築や医療崩壊を回避するため医療体制の充実・強化を図る。 

 

〇新型コロナウイルス感染症対策の影響で、様々な不安をもつ市民、中小企業をはじ

めとする事業者の声に耳を傾け、市民の暮らしを守るための生活支援・子どもたち

の学びの保障などに取り組むとともに、事業継続や雇用維持に係る必要に応じた切

れ目のない支援を引き続き行う。 

今後の対応方針 

資料２
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Ⅰ 感染防止対策の継続  ～新しい日常のスタート NEW NORMAL～ 

 

これまで市長定例会見や市公式ウェブサイト、広報なごや、Twitterなど、様々な手段

を通じて市内における陽性患者発生状況等の感染動向や不要不急の外出自粛の要請、「３

つの密」の回避といった行動変容を促す情報発信を行うとともに、市立学校や幼稚園等に

おける臨時休業のほか、市民利用施設の休館対応や本市主催行事の中止、在宅勤務といっ

た新しい働き方の推進など、感染防止対策を徹底してきました。 

 

＜これまでの主な取り組み＞ 

〇市公式ウェブサイト、広報なごや、新型コロナウイルス感染症対策特設サイト、 

SNS等において感染動向や人出状況はじめ関連情報を発信 

  （４月２７日特設サイト開設） 

 

〇身の回りで不特定多数の人がよく触るモノから人への接触感染防止の取り組みとし

て「ドアノブ、電気スイッチ、電話」の３つのＤを除菌する「３ 大作戦」を展開 

 

〇市民利用施設の休館対応や「市有施設の開館に向けたガイドライン」等を踏まえた

適切な感染防止対策の実施 

 （５月１５日ガイドライン策定） 

  

〇「市が主催する催物（イベント等）に係るガイドライン」の策定 

 （５月２７日ガイドライン策定） 

  

 〇在宅勤務、時差出勤といった感染症防止を目的とした新しい働き方の推進 

   

 

今後、小中学校等の再開や市民利用施設における段階的な再開にあたっては、状況変

化に応じた柔軟かつ徹底した感染防止対策が必要であり、飛沫感染対策のみならず、モ

ノから人への接触感染を防ぐため、「３Ｄ大作戦」を継続して周知し、行動変容を促す

とともに、市民一人ひとりが基本的な感染防止対策である「新しい生活様式」につい

て、定着が図られるよう、一層の情報発信に努めてまいります。 
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Ⅱ 医療体制の充実・強化  ～次のコロナに備え、命を守る～ 

  

これまで保健センター等における相談受付対応や帰国者・接触者外来の設置、本市

における検査体制の整備などに取り組むとともに、クラスターの拡大が懸念された通

所介護事業所等に対する休業要請や丁寧な健康観察など本市独自の取り組みを含め、

迅速かつ適切な対応に努めてきました。 

 

＜これまでの主な取り組み＞ 

〇保健センターに帰国者・接触者相談センターを設置 

 

〇保健センターにおいて感染者に接触した者等に対する健康観察を実施 

 

〇帰国者・接触者外来等を設置している医療機関に対する支援を実施 

 

〇衛生研究所におけるＰＣＲ検査の実施及び地域外来・検査センターの設置等のＰ 

 ＣＲ検査体制の強化 

 

○入院医療体制の確保や宿泊療養施設における軽症者の受入れ等にかかる愛知県と 

の連携 

 

〇「新型コロナウイルス感染症対策事業基金（でらハートフル基金）」の設置及び 

寄附募集（５月１５日受付開始） 

 

 

今後も継続的に市内の感染者の発生状況を注視し、丁寧な健康観察を実施するとと

もに、本市のこれまでの対応を独自に分析・評価してまいります。さらに再度の感染

拡大を見据え、必要な方が確実に検査を受けられるＰＣＲ検査体制の構築や医療崩壊

を回避するための医療体制の充実、強化を図るなど、第２波・第３波に向けた対策を

すすめてまいります。  
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Ⅲ 市民生活・子どもへの支援  ～市民や子どもの声に耳を傾ける～ 

  

新型コロナウイルスの影響に伴い市民の暮らしはこれまでと一変し、住まいや子育

てに関する不安に対して、各種相談窓口での対応や、市営住宅の提供、水道料金の減

額など必要な支援を実施するとともに、外出自粛に伴い、家庭等で過ごしていただく

ための動画コンテンツ等の提供などに取り組んできました。 
  

＜これまでの主な取り組み＞ 

 〇人権啓発や人権に関わる相談窓口の案内 
 

○こころの健康に関する電話相談の実施 
 

○保護者の就労支援及び子どもの居場所を確保するため、民間児童福祉施設等が、 

学校の臨時休業に伴う本市の要請に応じ、開所を継続 
 

 〇児童相談所や保健センター等において、支援が必要な子どもや妊産婦に対して、

定期的に状況把握し、必要に応じて訪問をする等見守り体制を強化 
 

〇「なごや子ども応援委員会」の常勤スクールカウンセラーなどの専門職により子 

どもたちに対する心のケアを継続的に実施 
 

 〇児童・生徒に対する感染症についての正しい知識と適切な行動のための指導や人

権教育の実施 
 

○市営住宅の提供（４月１３日受付開始） 
 

〇水道料金の減額や上下水道料金の支払いが困難な方に対する支払の猶予 
 

○なごや健康体操などの周知、Nagoyaモーニングダンスの配信 
 

○「ナゴヤの子ども元気・笑顔プロジェクトちゃんねる」の開設 
 

〇特別定額給付金の支給 

  （５月９日オンライン申請受付開始、５月２５日申請書順次郵送開始） 
 

〇子育て世帯への臨時特別給付金の支給 

  （一般支給対象者：６月上旬案内郵送（申請不要）、公務員支給対象者：所属庁より順次申請書配布）  
 

今後も市民の必要なニーズに耳を傾け、適切な対応や支援策を講ずるとともに、教

育活動再開後の学校・園等における学習支援や環境整備を進めてまいります。また、

学校と「なごや子ども応援委員会」が連携し子どもの心のケア等に全力で対応してま

いります。生活環境の変化による児童虐待やＤＶなど、見守りが必要な子どもや子育

て家庭には、引き続き関係機関と連携しながら適切に対応してまいります。 

さらに、感染した方や医療従事者並びにその家族や関係者等に対する、いわれのな

い誹謗中傷や差別的行為が生じないよう適切な取り組みを進めてまいります。 
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Ⅳ 事業者への支援  ～継続的な支援により暮らしを守る～ 

 

本市では市内金融機関と連携した融資制度や愛知県の休業要請に応じた事業者への

協力金を交付する等、事業者への支援を実施してきました。 

 

＜これまでの主な取り組み＞ 

〇ナゴヤ信長徳政プロジェクトによる中小事業者支援 

（５月１日「ナゴヤ新型コロナウイルス感染症対策事業継続資金」の創設） 

（５月８日中小企業金融ワンストップ連携機関の認定開始） 

 

〇県の休業等の要請に応じた事業者に対して「愛知県・名古屋市新型コロナウイルス

感染症対策協力金」の交付（５月１５日受付開始） 

  

〇入居する複合商業施設等の休業方針により休業を余儀なくされた事業者に対する

「ナゴヤ新型コロナウイルス感染症対策協力金」の交付 

（５月１５日受付開始） 

 

〇県が基本的に休止要請していない施設で市民生活に必要な事業を継続している事業

者に対する「ナゴヤ新型コロナウイルス感染症対策事業継続応援金」の交付（６月

下旬受付開始） 

  

〇飲食宅配サービス利用促進事業の実施 

 

 ○活動を自粛しているプロのアーティスト等に対する「ナゴヤ文化芸術活動緊急支

援事業」の実施 

 

 〇自主的に休業した理美容事業者への休業協力金の交付（６月１日受付開始） 

 

 〇開所要請に応じた民間児童福祉施設等に対し、「ナゴヤ新型コロナウイルス感染

症対策子ども・子育て事業応援金」の交付 

 

 

 今後も短期、中長期といった段階的な当地域の経済活動の回復をめざし、国や県の

動向も注視しながら、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受ける中小企業をはじめ

とする事業者に対して、「ナゴヤ信長徳政プロジェクト」などの切れ目のない継続的

な支援を積極的に行ってまいります。 

 

 



市が主催する催物（イベント等）に係るガイドライン（案） 

令和 2年 5月 27 日時点 

国における新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和 2年 5月 25

日改正）及び当地域の感染状況等を踏まえ、市が主催する催物（市職員のみの研

修や会議等を含まない。以下「イベント等」という。）について、本ガイドライ

ンに従って適切な感染防止策等を講じたうえで実施する。 

なお、イベント等の実施にあたっては、イベント等の形態や場所、参加人数等

が異なることから、本ガイドラインの趣旨を踏まえたうえで、その実態に応じて

実施可否を判断する等対応することができるものとする。 

 

１ イベント等の開催制限 

別紙「イベント等を実施する際に講じるべき感染防止策例」や業種ごとに策 

定される感染拡大予防ガイドラインに基づく適切な感染防止策を講じることを 

前提に、次の目安によりイベント等を開催することができるものとする。 

なお、次の目安の上限人数に満たないイベントであっても、例えば、密閉さ 

れた空間において大声での発声、歌唱や声援、又は近接した距離での会話等が 

想定されるようなイベント等に関しては、次の目安に関わらず、開催にあって 

はより慎重に検討すること。 

 

(1) ～6 月 18 日 

 ・ 屋内であれば 100 人以下、かつ収容定員の半分程度以内の参加人数にす 

ること 

 ・ 屋外であれば 200 人以下、かつ人と人との距離を十分に確保できること 

（できるだけ 2ｍ） 

 (2) 6 月 19 日～7 月 9日 

  ・ 屋内であれば 1,000 人以下、かつ収容定員の半分程度以内の参加人数に 

すること 

  ・ 屋外であれば 1,000 人以下、かつ人と人との距離を十分に確保できるこ 

   と（できるだけ 2ｍ） 

 (3) 7 月 10 日～31 日 

  ・ 屋内であれば 5,000 人以下、かつ収容定員の半分程度以内の参加人数に 

すること 

  ・ 屋外であれば 5,000 人以下、かつ人と人との距離を十分に確保できるこ 

   と（できるだけ 2ｍ） 

 ※ 上記の人数は、主催者と参加者のいる場所が明確に分かれている場合には

参加者数のみを計上することとし、主催者と参加者のいる場所が明確に分か

れていない場合には両者を合計した数とする。 

新型コロナウイルス 

感 染 症 対 策 本 部 

資料３



２ 留意点 

(1) 8 月 1 日以後の取扱いについては、今後検討の上、別途定める。 

(2) 市内で急激な感染拡大のおそれが生じた場合や、同種のイベント等でクラ 

スター発生事例が確認された場合等には、開催を厳格に判断すること。 

(3) 市が共催等するイベント等については、本ガイドラインと同様の対応を要 

請するものとする。 

(4) 本ガイドラインは、今後の状況の変化等を踏まえ随時見直しを行う。 

  



イベント等を実施する際に講じるべき感染防止策例 

 

段階 感 染 防 止 策 例 

事
前
準
備 

○換気機能（機械設備、開放可能な窓等）を有し、参加人数に適した会場を

選定する。 

○参加にあたっての要件等を事前に周知する。 

・開催当日に発熱等の症状がある場合、感染陽性者又は感染が疑われる人

との濃厚接触がある場合の参加自粛要請 

・過去 14 日以内に政府から入国制限、入国後の観察期間を必要とされて

いる国・地域等への渡航並びに当該国・地域の在住者と濃厚接触がある

場合の参加自粛要請 

・参加申し込みや実際の参加者がキャパシティを超過した場合の対応（該

当がある場合） 

○キャンセル代等について配慮する。 

開
催
直
前
・
入
場
時 

○不特定多数の人が触れると想定される箇所は消毒等を実施する。 

○会場入り口等に手指の消毒設備を設置する。 

○入退場に時間差を設ける、受付や待合場所等を広くとる等、人を密集させ

ない環境を整備する。 

○サーモカメラ、非接触型体温計の活用や体温等健康状態の申告等により、

参加者の健康状態の把握に努め、発熱時等における参加の自粛を促す。 

○感染予防のための注意事項（マスクの着用、咳エチケット、手洗い・手指

の消毒の徹底、人と人との距離の確保、大声での会話の自粛等）を周知す

る。 

○感染追跡調査を可能とするため、参加者への連絡手段の確保に努める。 

開
催
中 

○感染予防のための注意事項を随時周知徹底する。 

○定期的に換気を実施する。 

○必要に応じ、イベント等の途中において手洗いや手指消毒ができる機会

を確保する。 

開
催
後 

○参加後の手洗いや手指消毒を呼び掛ける。 

○参加後における三密の生ずる交流等を自粛するよう呼び掛ける。 

○多数の参加者が触れた箇所は消毒等を実施する。 

 

別紙 



主なイベント等の実施予定（R2.5.27 時点） 

イ ベ ン ト 名 当 初 予 定 日 実 施 予 定 

区 民 ま つ り 

5 月 

8 月 

9 月 

10～11月 

 

中 止（名東区） 

中 止（瑞穂区） 

中 止（守山区） 

検討中 

（中区を除く12区） 

水 フ ェ ス タ 6 月 7 日 中 止 

名 古 屋 城 夏 ま つ り 8 月上中旬 
検討中 

（ 6 月中に判断予定） 

東 山 動 植 物 園 

ナ イ ト Z O O 
8 月中下旬 

検討中 

（ 6 月中に判断予定） 

市 民 ス ポ ー ツ 祭 8 月22～30日 中 止 

子 ど も の ま ち 

～ な ご や ☆ 子 ど も 

C i t y ２ ０ ２ ０ ～ 

8 月29～31日 中 止 

市 民 総 ぐ る み 

総 合 防 災 訓 練 
9 月 6 日 代替案にて検討中 

環 境 デ ー な ご や 9 月19日 検討中 

名 古 屋 ま つ り 10月17、18日 検討中 

※今後の感染動向やガイドラインの見直し等により内容を変更する場合

があります。 



指定避難所における新型コロナウイルス感染症への対応(防災危機管理局) 

 

〇新型コロナウイルス感染症が発生する状況のなか、出水期に入り、

市民の皆様が安心して避難できるよう避難所における感染症対策

に向けた準備を進めます。 

 

〇また、市民の方には災害発生時に自宅での安全確保が可能であれ

ば在宅での避難を、自宅の安全が確保できなければ安全な親戚・友

人宅に避難するなど、避難所が密にならないような避難行動を推

奨するとともに市民の皆様へ周知します。 

 

【本市の取組】 

１ 避難所での受付窓口の増設 

   発熱・咳等の症状のある者等の受付を新たに設置。 

２ 受付における健康チェック及びゾーニング 

   受付時に発熱健康チェック表を用いて健康状態を確認し、発

熱・咳等の症状のある者等を専用スペースに案内。 

３ 避難スペースのさらなる確保 

   予め指定されているスペース以外を避難スペースとして確保

できるよう指定避難所の施設管理者と協議。 

４ 避難スペースにおけるソーシャルディスタンスの確保 

   避難スペースにおいて、密接状態を避けるよう避難者同士の

距離を保つよう周知。 

５ 避難所生活における健康管理 

   健康観察表を用いて日々の健康管理を行い、指定避難所運営

マニュアルに基づき、衛生用品（マスク・アルコール消毒液など）

を活用しながら清掃・施設の消毒・手洗い、換気などの衛生対策

を徹底するとともに、衛生用品のさらなる配備を検討。 
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【市民の皆さまへのお願い】 

※名古屋市公式ウェブサイト及び Twitter にて掲載 

 

１ 災害リスクの確認 

   災害が発生して自宅で命を守れない場合に災害の種類ごとの

指定緊急避難場所に避難し、災害の恐れがなくなり自宅が被災

して帰宅できない場合に指定避難所での生活になります。その

ため、まずはご自身の住んでいる場所の災害リスクを確認して、

避難が必要なのかどうか確認しましょう。避難が必要であれば

災害の種類ごとの指定緊急避難場所に避難してください。 

２ 避難の検討 

   指定避難所は、「自宅が被災して帰宅できない場合に、一定期

間、避難生活を送るための施設」です。自分自身が新型コロナウ

イルス感染症へ感染するリスクを減らし、指定避難所が過密状

態になることを防ぐためにも、自宅が浸水や倒壊する危険性が

ない場合など、自宅での安全確保が可能であれば、在宅避難をお

願いします。また、自宅での安全確保が難しい場合であっても、

可能であれば親戚や友人の家等への避難をご検討ください。 

３ 衛生環境の確保 

   名古屋市では、熊本地震における課題を踏まえ、感染症の疑い

のある方や汚物処理などの対応を行う方に使用していただくた

めの衛生用品を指定避難所において配備しています。指定避難

所に避難された際は、避難所スタッフの指示に従い咳エチケッ

ト、手洗いの徹底などの衛生対策にご協力ください。なお、指定

避難所には必要最低限の物資しか配備されていないため、避難

をする際には非常持出品として次のものを可能な限り準備をお

願いします。 

体温計、マスク、アルコール消毒液、最低 3日分の食料と飲料

水、衣類（着替え）、携帯ラジオ、モバイルバッテリー、常備薬、

生理用品 など 

 



観光文化交流局所管施設（貸館）における 

新型コロナウイルス感染症 感染拡大防止対策ガイドライン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇基本的なガイドラインの内容 

・３密の回避（換気、人の距離の確保、近距離の会話を避ける等） 

・検温等により健康状態を把握、咳エチケット・消毒の徹底 

・体調不良者に対し、入場しないように要請する 

・施設使用者が実施する具体的対策を明示し、誓約書を徴取 

・今後の国や県の動向を踏まえ、適宜更新を行う 

【局所管施設ガイドライン】 

指定管理者・受託者 

使用者・主催者 

来場者・来館者等 

指導・調整 報告等 

条件付許可 誓約書 

遵守の徹底 
協力 

体調不良者

に、入場しな

いように要請 

←名古屋市ガイドライン 

←業種別ガイドライン 
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名古屋国際会議場における 

新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン 

令和 2 年 5 月 26 日 

名古屋市観光文化交流局 MICE 推進室 

 

国の新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針、専門家会議新型コロナウイ

ルス感染症対策の状況分析・提言、内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室長

事務連絡、愛知県の新型コロナウイルス感染症愛知県緊急事態措置及び本市の市有施

設の開館に向けたガイドライン並びに当地域の感染状況等を踏まえ、名古屋国際会議

場について、本ガイドラインに従って適切な感染防止対策等を講じたうえで、開館す

る。 

 

・本ガイドラインは、当面の間運用することとし、国等の動向を踏まえ更新等を行

う。また運用終了時期は当地域の感染状況等を踏まえ、総合的に判断する。 

・本ガイドラインを順守しない使用者（主催者）に対しては、使用を許可しない、

又は使用の許可を取り消すことができるものとする。 

 

 

１．使用者（主催者）が順守する事項 

ア．感染者が出た時の追跡調査のため、来場者（観客・出展者・設営スタッフ等

含む。以下同じ。）など場内に入る人の連絡先を把握する。 

イ．来場者の検温を行い、37.5 度以上の発熱がある場合は入場しないように要請

する。 

ウ．以下に該当するスタッフは従事させない。 

  A) 37.5 度以上の発熱がある人 

  B) 咳・咽頭痛等の症状が認められる人 

    C) 過去１４日以内に政府から入国制限、入国後の観察期間を必要とされて

いる国・地域等への渡航並びに当該国・地域の在住者と濃厚接触がある人 

  D) 過去２週間以内に発熱や感冒症状で受診や服薬等をした人及び過去２週

間以内に同様の症状にある人との接触歴がある人 

    E) その他、感染の疑いの不安がある人 

エ．スタッフの手洗い・消毒・マスク等による咳エチケット・手袋などの着用等

を徹底するとともに休憩や食事の分散を図る。 

オ．厚生労働省の示す方法に従い、定期的に窓の開放による換気又は機械換気を

行う。※運用方法については、施設管理者と調整を行うこと。 

カ．以下の事項に取り組み密集の発生が想定されないようにする。 

A）参加人数は、国が示す「催物開催に係る段階的緩和」に従う。 

B）出入口で参加人数をカウントする、座席指定制とする等参加人数の管理を

行う。 

キ．以下の事項に取り組み密接の発生が想定されないようにする。 

A) 大声での発声、歌唱、声援など感染リスクが高い行為が伴うイベントを行



わない。 

B) 携帯用拡声器等を活用し、大声での誘導、アナウンスを行わない。 

C) 商談コーナー等の対面会話が行われる箇所は２ｍ以上距離とるか、アクリ

ルボード設置等の飛沫感染防止措置を行う。 

D)飲食スペースを設ける場合は、座席の間隔を空け（１ｍ、できれば２ｍ）、

真正面での飲食とならないように椅子等を配置する。 

ク．会場出入口及び施設内に消毒設備を設置する。 

ケ．会場内で人の手の触れる箇所を定期的かつ終了後に消毒する。 

コ．感染者による施設の利用が明らかになった場合は、速やかに保健センター、

施設管理者等に連絡をとり感染追跡調査等の実施に協力する。 

サ．当ガイドラインに定めるほかは、業種ごとに策定される感染拡大予防ガイド

ラインを踏まえ、感染拡大防止のための取組を適切に行う。 

シ．「２．来場者の順守する事項」について来場者に周知する。 

 

２．来場者の順守する事項 

ア．主催者からの連絡先の聞き取りに協力する。 

イ．以下に該当する場合は来場しない。 

A) 37.5 度以上の発熱がある人 

B) 咳・咽頭痛等の症状が認められる人 

      C) 過去１４日以内に政府から入国制限、入国後の観察期間を必要とされて

いる国・地域等への渡航並びに当該国・地域の在住者と濃厚接触がある人 

  D) 過去２週間以内に発熱や感冒症状で受診や服薬等をした人及び過去２週

間以内に同様の症状にある人との接触歴がある人 

    E) その他、感染の疑いの不安がある人 

ウ．手洗い・消毒、マスク等による咳エチケットを徹底する。 

エ．大声での会話等、感染リスクの高い行為を行わない。 

オ．イベント前後や休憩時間での交流等を極力控える。 

カ．感染が明らかになった場合は、保健センター等の感染追跡調査等の実施に協

力する。また、濃厚接触者となった場合も同様とする。 

 

３．施設管理者（指定管理者）の行う事項 

ア．職員の体調管理・手洗い・消毒・マスク等による咳エチケットを徹底する。 

イ．施設内の換気を徹底する。 

ウ．休憩所のベンチ等は、２ｍ以上の距離をとるように配置する。 

エ．受付カウンターなど人と人が対面する場所は、２ｍ以上の距離をとるか、ア

クリル板・透明ビニールカーテンなどでの飛沫感染防止措置を行う。 

オ．施設内のレストラン・食堂等は、座席の間隔を空け（１ｍ、できれば２ｍ）、

真正面での飲食とならないように椅子等を配置する。 

※指定管理者の管理外のレストラン等に関しては市から直接指示する 

カ．市が準備したサーモグラフィ、非接触型体温計などを使用者に無償貸与（測

定は使用者の責任にて行う）する。 



キ．アルコール消毒液等を施設入口やトイレなどの共用部に設置する。 

ク．トイレ、ロビーなどの共用部を定期的に消毒する。 

ケ．トイレ出入口前にパーテーションを設置し出入口扉を常時開放にするなど人

が手に触れる個所を減らす工夫をする。 

コ．トイレについては感染リスクが比較的高いと考えられるため、蓋を閉めて汚

物を流すよう表示する、ハンドドライヤーを止める。 

サ．感染者による施設の利用が明らかになった場合は、速やかに保健センターに

連絡をとり感染追跡調査等の実施に協力するとともに、各施設内の消毒作業

など必要な措置について助言を受けるものとする。 

シ．「１．使用者（主催者）が順守する事項」について使用者に徹底する。また、

使用者に対し、別紙誓約書を提出するよう求める。 

ス．「２．来場者の順守する事項」を施設入口など共用部に掲示し、来場者に周知

徹底する。 
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参考














































